
事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ 日 

 

通所介護事業所管理者 様 

通所リハビリテーション介護事業所管理者 様 

 

高松市健康福祉局長寿福祉部介護保険課 

 

指定通所介護及び指定通所リハビリテーションにおける事業所規模 

の区分の確認について 

 

 平素は、本市介護保険事業の円滑な運営に格別の御理解と御協力を賜り、厚くお礼申しあげま

す。 

さて、令和４年度の指定通所介護事業所及び指定通所リハビリテーション事業所の介護報酬の

基になる事業所規模の区分については、令和３年度（令和３年４月～令和４年２月の１１ヶ月）

の１月当たりの平均利用延人員数によって決定します。（前年度の実績が６月に満たない事業者又

は前年度から２５％以上定員を変更する事業者の場合、別の算定方式となりますので、御注意く

ださい。） 

令和４年度も継続して事業を実施する事業所は、事業所規模の区分が変更になるかどうかを確

認し、変更になる場合は下記のとおり届出書を提出してください。 

区分に変更がない場合には、提出する必要はありません。 

 

 

記 

１ 提出書類 

（１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

（２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

（３）事業所規模算出の根拠書類（別紙１又は別紙２参照、事業所作成の任意様式でも可） 

 

２ 提出期間  令和４年３月１５日（火）必着 

       ※ 令和４年４月１日付けで介護給付費算定に係る体制等に関する届出書等の 

変更がある場合は、事業所規模の変更と合わせて１回で提出してください。 

 

３ その他 

(１) 事業所規模算出については、高松市ＨＰに参考様式を掲載しますので、御活用ください。 

① 別紙１ 規模別報酬計算表（通所介護等） 

② 別紙２ 規模別報酬計算表（通所リハビリテーション） 

(２) 令和３年度介護報酬改定で感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上

生じている場合の事業所規模別の報酬区分の決定に係る特例が設定されました。 

ついては、令和３年３月 16 日介護保険最新情報 Vol.937 を参照のうえ、規模区分の特例を

適用する場合は併せて提出してください。（別紙３ 感染症又は災害の発生を理由とする通

所介護等の介護報酬による評価 届出様式） 

 

掲載場所：もっと高松 ＞ 右上の検索窓で「介護保険サービス事業者の皆様へ」で検索 

＞ 介護保険サービス事業者の皆様へ ＞ 介護保険課からのお知らせ一覧 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyos

ha/ichiran.html  
お問い合わせ先 

〒760-8571 高松市番町一丁目８番１５号 

高松市 健康福祉局 介護保険課 相談指導係 

電 話（087）839-2326 ＦＡＸ（087）839-2337 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/ichiran.html
http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/ichiran.html


〔参考１〕 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理

指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基

準の制定に伴う実施上の留意事項について（老企第３６号 平成１２年３月１日抜粋） 

 

＜通所介護＞ 

 第２ 居宅サービス単位数表に関する事項 ７通所介護費（４）事業所規模による区分の取扱い 

  ① 事業所規模による区分については、施設基準第五号イ（１）に基づき、前年度の１月当

たりの平均利用延人員数により算定すべき通所介護費を区分しているところであるが、当

該平均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通所介護事業所に

係る指定通所介護事業者（中略）が指定介護予防通所介護事業者若しくは第１号通所事業

の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、

当該指定介護予防通所介護事業所及び当該第１号通所事業における前年度の１月当たりの

平均利用延人員数を含む（指定介護予防通所介護事業所における平均利用延人員数につい

ては、平成３０年度分の事業所規模を決定する際の平成２９年度の実績に限る。）こととさ

れているところである。したがって、仮に指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事

業者若しくは第１号通所事業の指定のいずれか又はその双方を併せて受けている場合であ

っても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されている場合

には、当該平均利用延人員数には当該指定介護予防通所介護事業所又は当該第１号通所事

業の平均利用延人員数は含めない取扱いとする。 

  ② 平均利用延人員数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満、４時間以上５時間未満

の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含

む。）については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満、６時

間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を乗じて得

た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通所介護事業所又

は第１号通所事業の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所介護（旧指定介護予防

サービス等基準第９６条に規定する指定介護予防通所介護をいう。）又は第１号通所事業の

利用時間が５時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利

用時間が５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の利用者については、利用者数に

４分の３を乗じて得た数とする。ただし、指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事

業の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えて

いく方法によって計算しても差し支えない。 

    また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均

利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものと

する。 

  ③ 前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含

む。）又は前年度から定員を概ね２５％以上変更して事業を実施しようとする事業者におい

ては、当該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届け出た当

該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とする。 

  ④ 毎年度３月３１日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引き

続き事業を実施するものの当該年度の通所介護費の算定に当たっては、前年度の平均利用

延人員数は、前年度において通所介護費を算定している月（３月を除く。）の１月当たりの

平均利用延人員数とする。（以下略） 

 

＜通所リハビリテーション＞ 

 第２ 居宅サービス単位数表に関する事項 ８通所リハビリテーション（７）平均利用延人員数

の取扱い 

  ① 事業所規模による区分については、施設基準第六号イ（１）に基づき、前年度の１月当



たりの平均利用延人員数により算定すべき通所リハビリテーション費を区分しているとこ

ろであるが、当該平均利用延人員数の計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通

所リハビリテーション事業所に係る指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通

所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、当

該指定介護予防通所リハビリテーション事業所における前年度の１月当たりの平均利用延

人員数を含むこととされているところである。したがって、仮に指定通所リハビリテーシ

ョン事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受けている場合

であっても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されている

場合には、当該平均利用延人員数には当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の

平均利用延人員数は含めない取扱いとする。 

  ② 平均利用延人員数の計算に当たっては、１時間以上２時間未満の報酬を算定している利

用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時間以上３時間未満の報酬

を算定している利用者及び３時間以上４時間未満の報酬を算定している利用者については、

利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、４時間以上５時間未満の報酬を算定している利

用者及び５時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分

の３を乗じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通

所リハビリテーション事業所の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所リハビリテ

ーションの利用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た

数とし、２時間以上４時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数

とし、利用時間が４時間以上６時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を乗じ

て得た数とする。ただし、指定介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者について

は、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計

算しても差し支えない。 

    また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均

利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものと

する。 

  ③ 前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含

む）又は前年度から定員をおおむね２５％以上変更して事業を実施しようとする事業者に

おいては、当該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届け出

た当該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とす

る。 

  ④ 毎年度３月３１日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引き

続き事業を実施するものの当該年度の通所リハビリテーション費の算定に当たっては、前

年度の平均利用延人員数は、前年度において通所リハビリテーション費を算定している月

（３月を除く。）の１月当たりの平均利用延人員数とする。（以下略） 

 



〔参考２〕 

  介護報酬Ｑ＆Ａ（通所介護・通所リハビリテーション共通） 

 

（１）事業所規模区分（24.3.30 問 10） 

 問 事業所規模による区分について、前年度の１月あたりの平均利用延人員数により算定すべ

き通所サービス費を区分しているが、具体的な計算方法如何。 

 答 以下の手順・方法に従って算出すること。 

   ① 各月（暦月）ごとに利用延人員数を算出する。 

   ② 毎日事業を実施した月においては、当該月の利用延人員数にのみ７分の６を乗じる（小

数点第３位を四捨五入） 

   ③ ②で算出した各月（暦月）ごとの利用延人員数を合算する。 

   ④ ③で合算した利用延人員数を、通所サービス費を算定している月数で割る。 

   ※ ②を除き、計算の過程で発生した小数点の端数処理は行わないこと。 

〔具体例〕 ６月から１０月まで毎日営業した事業所の利用延人員数の合計 
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→ 利用延べ人数（４月～２月）･･･3313.03 人 

  平均利用延人員数＝3313.03 人÷11ヶ月＝301.184･･･人 

 

（２）同一事業所で２単位以上提供する場合の計算（H21.3.23 問 52） 

 問 同一事業所で２単位以上の通所介護を提供する場合、規模別報酬の算定は単位毎か、すべ

ての単位を合算するのか。 

 答 実績規模別の報酬に関する利用者の計算は、全ての単位を合算で行う。 

 

（３）定員変更の例外的適用の取扱い（H20.4.21 問 24） 

 問 通所介護等の事業所規模区分の計算に当たっては、 

①原則として、前年度の１月当たりの平均利用延べ人員数により、 

   ②例外的に、前年度の実績が６月に満たない又は前年度から定員を２５％以上変更して事

業を行う事業者においては、便宜上、利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業

日数を乗じて得た数により、 

事業所規模の区分を判断することとなる。 

しかし、②を利用することにより、年度末に定員規模を大幅に縮小し、年度を越して当該

年度の事業所規模が確定した後に定員を変更前の規模に戻す等、事業所規模の実態を反映

しない不適切な運用が行われる可能性も考えられるが、その対応如何。 

 答 事業所規模の区分については、現在の事業所規模の実態を適切に反映させる方法により決

定されるべきであることから、定員変更により②を適用する事業所は、前年度の実績（前

年度の４月から２月まで）が６月以上ある事業所が、年度が変わる際に定員を２５％以上

変更する場合のみとする。 

 

（４）通所型サービス A を一体的に実施する場合（H27.4.1 問 51） 

 問 指定通所介護と第一号通所事業（緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ））を一

体的に実施する場合の指定通所介護事業所の事業所規模の区分を決定する際の利用者数の

考え方如何。 



答 指定通所介護と第一号通所事業（緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ））を一

体的に行う場合は、指定通所介護事業所の事業所規模の区分を決定する際の利用者数には、

第一号通所事業（緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ））の利用者数は含めず、

指定通所介護事業所の利用定員の利用者数にも含めない。 

 


